
1

原告訴訟代理人意見陳述

令和7年（行ウ）第6号 BSL4施設指定取消等請求事件
原告 山田一俊ほか

被告 国

２０２６年（令和８年）７月７日

第1 請求の概要
第２ 感染症法は国民を守るため

第３ 主要な争点

争点１ 原告適格（行訴法９条）

争点２ BSL4施設に課される耐震基準の法令体系
争点３ その他の取消事由（感染症法５６の３５）

• 本件は、厚生労働大臣が令和7年1月24日付けで行った、
長崎大学（長崎市坂本１丁目、坂本キャンパス内）のBSL
4施設（高度感染症研究センター実験棟）に対する特定一
種病原体等所持施設の指定処分（感染症法56条の3第1
項1号）および長崎大学を特定一種病原体等所持者として
指定する処分（同条2項）の取消しを求める行政事件訴訟
である。

• 原告らは当該施設から５２８ｍ～1810ｍに居住する住民
である。

第１ 請求の概要

【甲9】
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第２ 感染症法は国民を守るため

• 一種病原体は、引き起こす感染症が人から人に感
染する疾病で短時間に爆発的に流行するおそれが

あり、当該感染症にかかった場合の病状の程度も

重篤で対症療法が中心であり、ひとたび感染すれ

ば、国民の生命及び身体に回復しがたい極めて重

大な危害を及ぼすおそれがある。

• このような理由から、国民の生命・身体を保護し、一
種病原体等は、原則として、所持を禁止している

（感染症法５６条の３）。

【逐条解説、甲７】

① 感染症法の分類

エボラ出血熱，クリミア・コンゴ出血熱，痘そ
う，ペスト，マールブルグ病，ラッサ熱

一類感染症

急性灰白髄炎，結核，ジフテリア，重症急性
呼吸器症候群，鳥インフルエンザ等

二類感染症

コレラ，細菌性赤痢，腸チフス，パラチフス等三類感染症

E型肝炎，A型肝炎，狂犬病等四類感染症
インフルエンザ，ウイルス性肝炎，梅毒，麻し
ん等

五類感染症

新型インフルエンザ，再興型インフルエンザ
新型インフル
エンザ等感染
症

【甲10】
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② 病原体の危険度レベル

【甲10】

ラッサウイルス、エボラウイル
ス、痘そうウイルス、クリミア・
コンゴ出血熱ウイルス等

一種病
原体

SARSコロナウイルス、炭そ菌、
ペスト菌等

二種病
原体

狂犬病ウイルス等
三種病
原体

【本件施設の研究対象】

全特定一種病原体

【遺伝子組み換えの実施可能性】

BSL4施設の技術基準は一種病原体の機能獲得のため
の遺伝子組換え実験は想定されていない。

BSL4施設の封じ込め機能を凌駕する新ウイルスが誕生
するかもしれないが、その場合の危険性は，事前には誰も

予測できない。
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【甲10】

【甲10】
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③ 病原体の取扱いに関する規定ー所持者

【甲10】

下記を除き一種病原体は何人も所持してはならない
①厚労大臣が指定する施設（BSL4施設）において実
験・研究を行う場合
②国又は独立行政法人，その他政令で定める者，か
つ③その特定一種病原体を適切に所持できるとして
厚労大臣が指定した者

一種病
原体

二種病原体を所持するには厚労大臣の許可を受け
なければならない。ただし，次の２条件がある。
①所持の目的が検査や実験・研究等であること
②二種病原体取扱施設が技術基準に適合しているこ
と

二種
病原体

三種病原体を所持した者は七日以内に厚労大臣に
届け出なければならない

三種病
原体

【法的な位置づけ】

２種病原体 許可制

１種病原体 許可制ではない

• 感染症法 56条の3に基づき、厚生労働大臣の指定を受け
た施設のみが運営可能

• 日本では長崎大学と国立感染症研究所（村山庁舎）の2か
所のみ

• 重要な感染症対策インフラ（ワクチン開発・緊急対応用）
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④ BSL4施設

【乙４】
病原体は，その危険度レベルに応じた物理的封じ込め機
能を持つ取扱施設でしか取り扱ってはならない。

BSL3～BSL1BSL4項目

消毒の容易な構造であること耐水性と気密性があり，消毒と洗浄が容
易な構造であること

実験室内部

総合耐震基準のみ総合耐震基準＋建設省告示基準耐震基準

１以上のHEPAフィルター
再循環禁止なし

２以上のHEPAフィルター，及び排気は実
験室や施設の内部に再循環されないこと

排気設備

なし高圧蒸気滅菌装置，及び化学滅菌装置を
通じてなされること

排水設備

なしHEPAフィルターを通じて給気給気設備

なし非常用予備電源，予備の排気設備を設け
ること

非常用設備

実験室内部を観察できる窓を
設ける，常時監視は不要

監視カメラその他で実験室内部を常時監
視

実験室内部
の監視

規定なし２人以上で行うこと実験者数

安全キャビネットクラスⅡ高度安全キャビネットクラスⅢ以上，また
は安全キャビネットクラスⅡ＋防護服
防護服使用の場合，シャワー室が必要

安全キャビ
ネット

⑤ BSL4施設の技術基準

【乙37参照】
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【本案前の主張（訴訟要件）】

争点１ 原告適格（行訴法９条）

【本案の主張（取消事由）】

争点２ BSL4施設に課される耐震基準
A 耐震基準（建設省告示2379号）
B 免震構造の問題（①雲仙活断層、②小江原断層）

争点３ その他の取消事由（感染症法５６の３５）

第３ 主要な争点

感染症法は周辺住民の生命・身体を個別的利益として保護

している

根拠①：附帯決議（平成18年改正）
• 「病原体等が万一にも漏出しないよう万全を期すこと」
• 「周辺への安全配慮の下、BSL4施設を確保・稼働させる
こと」

根拠②：立法趣旨

• 一種病原体等は「国民の生命・身体に回復しがたい極め
て重大な危害」をもたらす

根拠③：もんじゅ最高裁判決（最判平4・9・22）の類推
• 「施設に近い住民ほど被害を受ける蓋然性が高く、個別的
利益として保護」

争点１ 原告適格
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比較軸 もんじゅ判決（原子炉） 本件BSL-4施設

規制法の
目的

原子炉規制法：核燃料物質に
よる災害を防止し公共の安全
を図る

感染症法：一種病原体等か
ら国民の生命・身体を保護
する警察規制

施設の危
険性

プルトニウム等の漏出→放射
能汚染・深刻な災害

エボラ等の漏出→致死的感
染症の急激な拡大・多数の
死者

個別保護
の根拠

安全審査の過誤・欠落が近隣
住民の生命・身体に直接かつ
重大な被害をもたらす

耐震強度の審査不足→地
震時の漏出が近隣住民に直
接かつ重大な被害をもたら
す

距離と被
害の蓋然
性

29〜58km圏内の住民も「直

接かつ重大な被害を受ける
ものと想定される地域内」
と認定

528m～1810mの距離は施

設勤務者とほとんど変わ
らない危険性

ＢＳＬ４施設の位置関係

距離住所原告

528m長崎市上
野町

山田

665m長崎市
橋口町

池田

1810m長崎市家
野町

吉武

https://www.at-nagasaki.jp/db_local_img/inquiry/document/9/document.pdf
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原告らの自宅からの距離

原告らの自宅

BSL4施設

500m

距離住所原告

528m長崎市上野町山田

665m長崎市橋口町池田

1810m長崎市家野町吉武 【甲9、11】

感染症法 56条の24
└→ 感染症法施行規則 31条の27第1項3号

└→ 建設省告示第2379号（平成6年）
「国家機関の建築物の位置・規模・構造に関

する基準」（以下「告示基準」）

• BSL3以下→建築基準法の「総合耐震基準」のみ
• BSL4→ 「総合耐震基準」＋「告示基準」（上乗せ）

争点2 BSL4施設に課される耐震基準
A耐震基準
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原告の主張 告示基準不適合

建設省告示基準 総合耐震基準（Ⅰ類・A
類・甲類） 比較項目 

ひび割れ不許容
（ウイルス漏れ防
止） 

部分的ひび割れ許容 構造体 

ひび割れ不許容 天井・壁のひび割れ許容 建築非構造
部材 

機能を直ちに発
揮すること 

大地震後、大補修不要で
継続 建築設備 

長崎大学の基本構想（甲2号証）に記載の目標：Ⅰ
類・A類・甲類 → 告示基準を満たさない 【甲１】

原告の再反論被告の反論原告の主張

外気中のウイルスはなかなか
死なないし，空気感染や飛沫
感染もオンオフの性質ではなく，
度合いで考えるべきものだから，
リスクは現実的に脅威となる。
実際にレストン型エボラウイル
スは空気感染の度合いが強い
し，遺伝子組換えによる変異で
度合いが強まる恐れがある。

一種病原体の遺伝子組換え実
験によりそのリスクはけた違い
に増大する。

万一，ウイル
スが漏出した
としても，ウイ
ルスは外気
中ですぐ死ぬ
し，空気感染
や飛沫感染し
ないから周辺
住民に危険
が及ぶ可能
性は相当小さ
い。

本件施設は致
死的ウイルス
の漏出の恐れ
により，近隣
住民に生命、
身体の危険を
生じさせる。

施
設
の
危
険
性
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• 本件施設は免震構造を採用（甲１）
• 免震構造の弱点：長周期地震動に対して耐震性能が極め
て低い（甲１２）

• 免震構造は長周期地震動に共振し、極めて大きく揺れる
力学的特性を有するため、下記の点に格別の配慮が必要

争点2 BSL4施設に課される耐震基準
B免震構造

①雲仙活断層を正当に調査したか不明（とくに、長崎県策定

の防災計画における最大地震規模を想定したか？）

②施設から約１ｋｍの小江原断層を無視

③熊本地震の時に生じた長周期地震動をスペクトル解析し

て，本件建物の揺れを原告らが試算したところ，熊本地震の

数分の一の強さで本件施設は設計値を上回る揺れを示した

が，長周期地震動への安全性は本当に大丈夫なのか？

争点2 BSL4施設に課される耐震基準
B免震構造
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• 雲仙断層は発生確率が高く、最大限の配慮が必要
地震本部「北部は今後３０年の間に地震が発生す

る可能性が我が国の主な活断層の中では高いグル

ープに属する」南部は「やや高いグループに属する」

• 情報公開請求でも、長崎大学はどのような断層を調
査したかすら提出しない。

① 雲仙断層を正当に調査したか不明

【甲16】

雲仙断層群の長期評価の一部改訂について 平成１８年５月１５日 地震調査研究推進本部 地震調査委員会

【甲16】
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想定地震の比較（雲仙断層）

長崎県・長崎市
雲仙地溝南縁東部断層帯
と西部断層帯の連動
マグニチュード7.7
断層長さ 49km

長崎大学
雲仙断層南西部

マグニチュード7.5
断層長さ 不明

長崎大学との情報公開裁判で長崎大

学が提出
長崎県地震等防災アセスメント調査報告書

平成１８年３月 長崎県

【甲18,19】 【甲20】

長崎県地震等防災アセスメント調査報告書 平成１８年３月 長崎県

断層長さ 49km
マグニチュード7.7

【甲18】
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【本件施設固有の危険】

• 施設からわずか約1kmの位置に小江原断層が存在
• 長崎大学は小江原断層が活断層か否かの調査すら実施
していない

• 告示基準の「地震・津波・火事・暴風雨等による災害時に
機能を発揮できること」を満たさない

② 小江原断層を無視

原告らの自宅からの距離

原告らの自宅

BSL4施設

500m

距離住所原告

528m長崎市上野町山田

665m長崎市橋口町池田

1810m長崎市家野町吉武 【甲9、11】
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• 熊本地震の時に生じた長周期地震動をスペクトル解析し
た研究結果から，熊本地震の数分の一の強さで本件施設

は設計値を上回る揺れを示したが，長周期地震動への安

全性は本当に大丈夫なのか？

• 熊本地震（2016年）でも内陸断層型地震による長周期地
震動が確認済み（甲１４、２３）

③ 長周期地震動スペクトル解析

熊本地震の西原村の地震応答スペクトル

断層に近い西原村小森

で長期地震動が発生

↓
免震構造のBSL4施設（
固有周期2.79～5.23秒
）は変位振幅が200cm
に達する（共振）

↓
熊本地震の1/4の大きさ
の地震が発生しても許

容変形量45cmを超える

日本地震工学会論文集 第19巻、第6号（特集号）、2019 【甲１７】

29

30



16

• 原発で「免震構造」は許可されたことはない。
• ２０１６年熊本地震 長周期地震動が大規模に発生し，長

周期パルスという地震動に初めて気づいた。

• 免震構造は長周期地震動に対して，揺れが極めて大きく
増幅する力学的宿命を持つ。

• 熊本地震の数分の一の地震動で，本件施設の設計振幅
を超える。

安全上の欠陥が大きく疑われる。

争点３ その他の取消事由（感染

症法５６の３５）

取消事由

２号 技術基準不適合 上記耐震基準違反

３号 避難計画の未策定 避難計画不存在

３号 弁償能力の欠如 長崎大学の賠償能力
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【主題】 住宅密集地でのＢＳＬ４

病原体の研究は危険であり、

違憲・違法である

・漏出が近隣住民の生命、身体の危険に直結す

る、極めて危険な施設を住宅地、商業地、観光

地でわざわざ稼働する必要はない。

・近距離に居住する原告らは、本件ＢＳＬ４施設

起源の感染被害に巻き込まれる蓋然性が高い。

・本件ＢＳＬ４施設の指定は速やかに取消が必

要である。
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